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平成２７年度 家電製品ＰＬセンター 事業報告 

（１）相談等受付・終了状況 

平成２７年４月から平成２８年３月までの１年間の相談等の受付状況をまとめたものです。 

なお、受け付けた相談等は、相談者、斡旋依頼者及び裁定依頼者（以下「相談者等」と総称し

ます。）とその相談、依頼の内容に応じて、以下の定義で分類しています。 

 

① 項目別相談等受付状況 

ⅰ．内容別相談等受付状況                    <単位：件> 

手 続 内 容 別 平成２７年度件数（構成比） 前年度比 

相 談 手 続 
相 談 案 件 Ａ ２７７ (１４．４％) １１９．９％ 

相 談 案 件 Ｂ １，６５０ (８５．６％) ９６．９％ 

斡 旋 手 続 
拡 大 損 害 事 故 案 件 １ (０．０５％) ３３．３％ 

非拡大損害事故案件 ０ (０．００％)  

裁 定 手 続 
拡 大 損 害 事 故 案 件 ０ (０．００％)  

非拡大損害事故案件 ０ (０．００％)  

 合  計 １，９２８(１００．０％)   ９９．５％ 

 

<内容区分と定義> 

相談手続 

相談案件Ａ

(*１) 

家電製品が原因と思われる事故であって、人の生命、身体又は

当該家電製品以外の財産への被害（以下「拡大損害」といいま

す。）が生じた事故（以下「拡大損害事故」といいます。）及び家

電製品が原因と思われる事故であって、拡大損害が生じる可能

性はあったが、被害が当該家電製品のみに止まり、拡大損害

が生じなかった事故（以下「非拡大損害事故」といいます。）に係

る相談手続の依頼を受けた案件。 

相談案件Ｂ 

(*１) 

相談手続の依頼を受けた案件であって、相談案件Ａに含まれる

ものを除く。 

斡旋手続 

拡 大 損 害 

事 故 案 件 

(*２) 

拡大損害事故に係る斡旋手続の依頼を受け付けた案件 

非拡大損害

事 故 案 件 

(*３) 

非拡大損害事故に係る斡旋手続の依頼を受け付けた案件 

裁定手続 

拡 大 損 害 

事 故 案 件 

(*２) 

拡大損害事故に係る裁定手続の依頼を受け付けた案件 

非拡大損害

事 故 案 件 

(*３) 

非拡大損害事故に係る裁定手続の依頼を受け付けた案件 
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(*１)「相談案件Ａ」と「相談案件Ｂ」は、従来の内容区分の「一般相談案件」と「問い合わせ案件」

を組み替えたものです。 

(*２)「拡大損害事故案件」とは、従来の内容区分の「事故案件」と称したものです。 

(*３)「非拡大損害事故案件」とは、従来の内容区分の「品質案件」と称したものです。 

   

ⅱ．相談者等別相談等受付状況                  <単位：件> 

相談者等別 平成２７年度件数（構成比） 前年度比 

一 般 消 費 者 １，０７６ （５５．８％）  ９８．１％ 

事  業  者 ６５ （ ３．４％）  １２７．５％ 

行    政 ７５４ （３９．１％）  １０３．４％ 

そ  の  他 ３３ （ １．７％）  ５５．０％ 

合    計  １，９２８（１００．０％）  ９９．５％ 

 

<相談者等区分と定義> 

一般消費者 家電製品を日常生活に使用している者 

事 業 者 家電製品の製造、販売、輸入、据付工事又は修理を業として行う者 

行   政 消費生活センター、官公庁、自治体等の行政機関 

そ の 他 工業会等の各種団体、マスコミ、弁護士、学校等 

 

 

② 拡大損害事故案件製品別被害申し出別受付状況          <単位：件> 

製  品  名 火傷 けが 火災(*４) その他 計 

電 気 ストーブ ０ ０ １ ０ １ 

計 ０ ０ １ ０ １ 

 (*４)「火  災」：ぼや（小規模な火災）、焦げ（発火に至らないまでも、高温度により炭化するこ

と）、煤け（火災の熱による焦げではなく、不完全燃焼により生じる「煤」が

付着すること）を含む。 

 

 

③ 非拡大損害事故案件製品別被害申し出別受付状況 

平成２７年度は、非拡大損害事故案件の受付はありませんでした。 
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④ 拡大損害事故案件及び非拡大損害事故案件終了状況  

平成２７年度の拡大損害事故案件及び非拡大損害事故案件の終了状況は以下の通りです。 

<単位：件> 

 受 付 件 数 

終了

件数

終 了 内 訳 平成 28

年度 

継続中の

斡旋手続

案件 

平成 

26 年度 

残 

平成 

27 年度 
計 

裁定書合意

による終了

斡旋案合意

による終了

その他事由 

による斡旋 

手続終了 

拡 大 損 害 
事 故 案 件 ０ １ １ １ ０ １ ０ ０ 

非拡大損害 
事 故 案 件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合 計 ０ １ １ １ ０ １ ０ ０ 

（平成２８年３月３１日現在） 
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⑤ 製品別相談等受付件数推移 

製品別の相談受付件数を見ると、パーソナルコンピュータに関する相談が、平成２３年度にテ

レビ受像機に関する相談に次いで２位となったことを除けば、平成１２年度から２６年度まで毎年

第一位となっており、その相談件数は、１９０件から３５０件で推移しています。 

平成２７年度に相談件数が増加した製品は、パーソナルコンピュータ、テレビ受像機、ルーム

エアコンディショナ、電気洗濯機、電気ストーブとなっています。 

 

＜平成２７年度製品別受付件数順位上位の製品（１０位まで）及びその受付件数等＞ 

<単位：件> 

順位 製 品 名 相談等受付件数 構成比 前年度比 備   考 

１位 パーソナルコンピュータ ２１６ 11.2% 115.5%
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ・ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾊﾟｿｺﾝ、
ﾊﾟｿｺﾝ関連機器を含む 

２位 テ レ ビ 受 像 機  １９４ 10.1% 109.6% ― 

３位 ルームエアコンディショナ １８６ 9.6% 103.9% ― 

４位 電 気 洗 濯 機 １７６ 9.1% 110.6% 洗濯乾燥機を含む 

５位 電 気 冷 蔵 庫  １１７ 6.1% 84.2%
電気冷凍機応用製品を

含む 

６位 電 子 レ ン ジ ５６ 2.9% 90.3% ― 

７位 電 気 掃 除 機 ５１ 2.6% 68.0% ― 

７位 電 気 ス ト ー ブ ５１ 2.6% 113.3%
DVD ﾚｺｰﾀﾞｰ・ﾌﾟﾚｰﾔｰを

含む 

９位 携 帯 電 話 ４９ 2.5% 98.0%    ― 

10 位 Ｄ Ｖ Ｄ 関 連 機 器 ４６ 2.4% 85.2% ― 

１ 位 ～ 1 0 位 製 品 計 １，１４２ 59.2% 101.4% ― 

合  計 （総件数） １，９２８ 100.0% 99.5% ― 

 

＜過去３年間の受付件数上位製品及びその受付件数並びに総受付件数＞ 

<単位：件> 

順位 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

１位 パーソナルコンピュータ 230 パーソナルコンピュータ 214 パーソナルコンピュータ 187

２位 テ レ ビ 受 像 機 197 ルームエアコンディショナ 192 ルームエアコンディショナ 179

３位 ルームエアコンディショナ  151 電 気 洗 濯 機 176 テ レ ビ 受 像 機 177

４位 電 気 洗 濯 機 138 テ レ ビ 受 像 機 172 電 気 洗 濯 機 159

５位 電 気 冷 蔵 庫 
 

134 
 

電 気 冷 蔵 庫 133 電 気 冷 蔵 庫 138

総件数 ２，１５８ ２，２０６ １，９３７ 
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⑥ 「相談案件Ａ」概況 

  ⅰ．相談案件Ａの相談内容の内訳 

     相談案件Ａは、２７７件（前年度比１１９．９％）で総受付件数の１４．４％を占めています。当セ

ンターは、相談案件Ａをその内容により、「拡大損害事故相談案件（拡大損害事故の内容で、

助言又は情報提供を求められたもの）(*５)」と「非拡大損害事故相談案件（非拡大損害事故の

内容で、助言又は情報提供を求められたもの(*６）」に分類しています。直近５ヶ年（平成２３年

度～平成２７年度）のこれら２分類の推移を下表にまとめました。 

     また「拡大損害事故相談案件」及び「非拡大損害事故相談案件」は共に近年減少傾向にあり

ましたが、平成２７年度は、前年より１９．９％増加しました。  

 

 

                                  

  

相談手続 

案件 

総件数 

（イ） 

相 談 案 件 Ａ 

拡大損害

事故相談

案件(*５)

(ロ) 

総件数

に占める

割合 

(ロ)/(イ) 

非拡大損害

事故相談 

案件(*６) 

(ハ) 

総件数に占

める割合 

 

(ハ)/(イ) 

合計 

 

(ロ)＋(ハ) 

＝(ニ） 

総件数に占

める割合 

 

(ニ)/(イ) 

平成２３年度 ２，１７７ １７６ 8.1% ８２ 3.8% ２５８ 11.8%

平成２４年度 ２，１５５ １７２ 8.0% ６７ 3.1% ２３９ 11.1%

平成２５年度 ２，２０４ １７９ 8.1% １０１ 4.6% ２８０ 12.7%

平成２６年度 １，９３４ １２４ 6.4% １０７ 5.6% ２３１ 11.9%

平成２７年度 １，９２７ １５２ 7.9% １２５ 6.9% ２７７ 14.4%

計 １０，３９７ ８０３ 7.7% ４８２ 4.6% １，２８５ 12.4%

(*５)「拡大損害事故相談案件」とは、従来の分類の「事故相談」と称したものです。 

(*６)「非拡大損害事故相談案件」とは、従来の分類の「品質相談」と称したものです。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<単位：件> 
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ⅱ．年度別拡大損害事故案件及び拡大損害事故相談案件の受付件数推移 

  「拡大損害事故案件及び拡大損害事故相談案件」の受付件数をグラフにしました。 

合計件数は、平成２３年度で減少しそれを維持していましたが、今年度 20％増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ．「拡大損害事故相談案件」の製品別受付件数 

    平成２７年度の「拡大損害事故相談案件」において、受付件数が多かった製品の 

上位１０位までの表です。 

順 位 製  品  名 受付状況 構成比 

１位 電 気 洗 濯 機 ２６件  17.1% 

２位 ヘ ア ー ド ラ イ ヤ １４件   9.2% 

３位 ルームエアコンディショナ １２件  7.9% 

４位 接 続 器 類 ９件  5.9% 

５位 電 気 冷 蔵 庫 ７件  4.6% 

５位 電 気 ス ト ー ブ ７件  4.6% 

５位 携 帯 電 話 ７件  4.6% 

５位 加 湿 器 ７件  4.6% 

９位 テ レ ビ 受 像 機 ５件  3.3% 

１０位 
電 気 カ ー ペ ッ ト 

/電 気 こたつ/電 子 レンジ 

４件 

/４件/４件 
各 2.6% 

１ 位 ～ 1 0 位 製 品 計 １０６件 69.7% 

平成２７年度「拡大損害事故相談案件」件数合計 １５２件 100.0% 

拡大損害事故案件 

拡大損害事故相談案件 
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ⅳ．「非拡大損害事故相談案件」の製品別受付件数 

    平成２７年度の「非拡大損害事故相談案件」において、受付件数が多かった製品の 

上位１０位までの表です。 

 

順 位 製  品  名 受付状況 構成比 

１位 パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ １９件 15.2% 

２位 テ レ ビ 受 像 機 ９件 7.2% 

２位 電 気 洗 濯 機 ９件 7.2% 

４位 電 子 レ ン ジ ８件 6.4% 

４位 接 続 器 類 ８件 6.4% 

４位 電 気 ス ト ー ブ ８件 6.4% 

７位 電 気 冷 蔵 庫 ６件 4.8% 

８位 ヘ ア ー ド ラ イ ヤ ５件 4.0% 

９位 蛍 光 灯 器 具 ４件 3.2% 

１０位 照明用白熱電球/電気カーペット ３件/３件 各 2.4% 

１ 位 ～ 1 0 位 製 品 計 ８２件 65.6% 

平成２７年度「非拡大損害事故相談案件」件数合計 １２５件 100.0% 

 

 

⑦ 相談者等居住地の地域別相談等受付状況 

 

＜平成２７年度相談等受付件数の都道府県別上位１０位＞ 

順位 都道府県 件数（前年度比） 総件数に占める割合 

１位 東  京  都 ３６３（ 99.1%） １８．９％ 

２位 神 奈 川 県 １６８（117.5%）   ８．７％ 

３位 大 阪 府 １４７（ 96.7%） ７．６％ 

４位 千 葉 県 １３０（120.4%） ６．７％ 

５位 埼 玉 県 １０９（ 83.8%） ５．７％ 

６位 兵 庫 県 ９６（ 81.4%） ５．０％ 

７位 愛 知 県 ６８（111.5%） ３．５％ 

８位 北 海 道 ６５（103.2%） ３．４％ 

８位 福  岡  県 ６５（101.7%） ３．４％ 

１０位 静  岡  県 ５７（129.5%） ３．０％ 

１位～１０位 小計 １，２６８（101.8%） ６５．８％ 

総  件  数 １，９２８（ 99.5%） １００．０％ 
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＜地域別相談等受付件数＞ 

順位 地    域 件  数 
総 件 数 に
占める割合 

１位 関東（茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・東京・神奈川 ） ８８７ ４６．０％ 

２位 近畿（滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山） ３３３ １７．３％ 

３位 東海（岐阜・静岡・愛知・三重） １８５  ９．６％ 

４位 九州（福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄） １６８  ８．７％ 

５位 中国（鳥取・島根・岡山・広島・山口） ９７  ５．０％ 

６位 東北（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島） ８０  ４．２％ 

７位 北海道 ６５  ３．４％ 

８位 甲信越（新潟・長野・山梨） ４９   ２．５％ 

９位 四国（徳島・香川・愛媛・高知） ３２   １．７％ 

９位 北陸（富山・石川・福井） ３２   １．７％ 

合     計 １，９２８ １００．０％ 
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⑧ 平成７～２７年度までの相談等受付概況 

<単位：件> 

 

総受付

件 数 

斡旋手続及び 

裁定手続 
相談手続 相談者等別 

拡大損

害事故 

案 件 

非拡大

損害事

故案件 

一般 

相談 

案件 

問合

わせ

案件

相談

案件  

Ａ 

相談

案件

Ｂ 

消費者 事業者 行政 
その

他 

７年度 1,796 15 68 663 1,050 632 696 253 215

８年度 1,222 3 33 445 741 491 385 231 115

９年度 1,053 13 22 497 521 487 290 231 45

10 年度 1,022 12 45 588 377 517 191 278 36

11 年度 1,147 28 61 687 371 659 204 245 39

12 年度 1,555 32 76 1,099 348 939 218 367 31

13 年度 1,583 37 70 1,154 322 1,009 182 353 39

14 年度 1,576 34 24 1,157 361 1,054 183 302 37

15 年度 1,472 36 27 1,165 244 1,015 142 300 15

16 年度 1,539 14 8 1,272 245 1,100 112 305 22

17 年度 1,843 16 7 1,524 296 1,341 139 345 18

18 年度 1,982 8 3 1,653 318 1,401 117 446 18

19 年度 1,930 5 0 1,724 201 1,365 96 450 19

20 年度 2,206 7 0 1,788 411 387 1,812 1,676 128 392 10

21 年度 1,693 2 0 1,427 264 363 1,328 1,208 87 396 2

22 年度 1,683 6 0 1,470 207 379 1,298 1,120 93 468 2

23 年度 2,181 4 0 1,939 238 258 1,919 1,250 105 824 2

24 年度 2,158 3 0 239 1,916 1,172 105 850 31

25 年度 2,206 2 0 280 1,924 1,280 78 805 43

26 年度 1,937 3 0 231 1,703 1,097 51 729 60

27 年度 1,928 1 0 277 1,650 1,076 65 754 33

合計 35,712 281 444 20,252 6,515 2,414 13,550 20,813 3,602 8,570 787
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⑨ 年度別総受付件数推移 
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（２）活動状況 

 

① 運営協議会  

会 議 名 日  時 主 な 議 題 

第 41 回運営協議会 平成 27 年 10 月 16 日（金） 平成 26 年度事業報告及び収支報告 

平成 27 年度事業計画及び収支予算 

平成 27 年度（4 月～9 月）事業計画進捗状

況及び家電製品ＰＬセンター主な会議と活

動 

第 42 回運営協議会 平成 28 年 3 月 17 日（木） 平成 27 年度（平成 27 年 4 月～平成 28 年

2 月）事業計画進捗状況及び家電製品ＰＬ

センター主な会議と活動 

平成 27 年度 相談等受付実績（平成 27 年

4 月～平成 28 年 2 月） 

平成 28 年度事業計画及び収支予算報告 

ＡＤＲ法 第６条の認証基準・要件 

 

 

② 当センターが事務局として運営した会議 

会 議 名 主 な 議 題 回 数

家電製品ＰＬセンター連絡会 

（一般財団家電製品協会 

Ｂ会員(*)団体対象） 

平成 26 年度事業報告（案）・決算報告（案） 

平成 26 年度相談受付状況及び終了状況他 

2 回

平成 26 年度工業会・製品別相談受付実績、内容区分 

平成 26 年度主な会議と活動状況 

平成 28 年度事業計画（案）及び収支予算（案） 

平成 28 年度 ＰＬセンター会費分担 

平成 27 年度相談受付状況及び終了状況（平成 27 年 4 月

～平成 28 年 1 月） 

ＡＤＲ法 第６条の認証基準・要件 

家電製品ＰＬセンター窓口責任者

会議 

（一般財団家電製品協会 

Ｂ会員(*)事業者対象） 

平成 26 年度相談受付状況及び終了状況他 

平成 27 年度相談受付状況及び終了状況（平成 27 年 4 月

～6 月） 

斡旋案件事例の紹介 

1 回

(*)Ｂ会員とは、家電製品ＰＬセンターにご協力をいただいている事業者又は団体を称しています。 

 

 

③ センター職員を派遣した家電製品協会関連の会議 

会 議 名 主 な 議 題 回 数

製品安全関連委員会 相談等受付・終了状況報告他 6 回

消費者関連委員会 相談等受付・終了状況報告他 6 回

安全情報ＷＧ 相談等受付・終了状況報告他 1 回
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④ センター職員を派遣した外部機関の会議 

会 議 名 主 な 議 題 回 数

ＰＬセンター交流会（当ＰＬセンター

幹事 1 回、他 1 回） 

各製品分野別ＰＬセンター情報交換 
２回 

自動車製造物責任相談センター記

念シンポジウム 

当センター長がパネルディスカッションのパネラーとして

参加 
１回 

 

                                                                                

⑤ 広報活動 

活 動 内 容・会 議 名 対   象 回 数

一般社団法人日本電機工業会情報交換会 

（相談事例説明及び同会員との情報交換会） 

一般社団法人日本電機工業会会員会

社 
１回 

一般社団法人日本冷凍空調工業会情報交換会 

（相談事例説明及び同会員との情報交換会） 

一般社団法人日本冷凍空調工業会会

員会社 
１回 

一般社団法人電子情報技術産業協会情報交換会

（相談事例説明及び同会員との情報交換会） 

一般社団法人電子情報技術産業協会

会員会社 
１回 

一般社団日本配線システム工業会 

（相談事例説明及び同会員との情報交換会） 

一般社団法人日本配線システム工業

会会員会社 
１回 

報道関係者向け 

平成 26 年度相談解決事例 説明会 
報道関係者 １回 

公益社団法人全国消費生活相談員協会東北支部

〔仙台〕 

（相談事例説明及び同会員との情報交換会） 

東北支部 東北６県の協会関係者 １回 

公益社団法人全国消費生活相談員協会関西支部

〔金沢〕 

（相談事例説明及び同会員との情報交換会） 

北陸支部 北陸３県の協会関係者 １回 

賛助会員企業社員研修用講演会 

（相談事例説明及び担当員との情報交換会） 

会員企業コールセンター相談員・ＣＳ対

応員・その他関係者 
１回 

法科大学院での ADR に関する講義 法科大学院生 １回 
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（３）平成２７年度に終了した斡旋手続の事例紹介 

〔拡大損害事故案件〕 

事 例 

 

電気ストーブ及び周辺を焼損する火災事故 

受付番号 201500682 受付日 2015 年 5 月 11 日 地域   京都府 

使用期間 約 10 年 終了日 2015 年 8 月７日 終了状況  合意 

一般消費者

からの依頼

内容 

平成２６年１２月４日午前８時５０分頃、約１０年前購入した電気ストーブ（以下「ストーブ」と

いう。）を２階洗面所で使用中、異音がしたので確認すると当該ストーブ及び周辺を焼損する

火災が発生していた。公的機関の報告書には２階床面の一部焼損及び同建物に収容の家

財等の一部焼失、焼損の火災と記されている。 

事業者は製品起因であると認め、損害賠償に応じる姿勢を示しているが、自分が要求す

る損害額に隔たりがあり交渉が難航した。 

以上のことから、本件に対する損害賠償の斡旋を、家電製品ＰＬセンター（以下、「ＰＬセン

ター」という。）に依頼したい。 

 

経 緯 ＰＬセンター長の指名を受けた手続実施者は、一方の当事者である事業者の合意を得て、

斡旋手続を開始した。 

 

原 因 ストーブ内部の電源コードと首振り摺動部に不完全な点があり、そのコードが断線した時

のスパークが発火原因であると判断した。 

結 果 手続実施者は上述の内容を基に、床面等損害額については住宅関連紛争機関の助言を

踏まえ、顧問弁護士の助言を受け斡旋案を作成し、両者に提示したところ、両者から合意が

得られたので合意書を取り交わし斡旋手続を終了した。 

 

 

 

 

 

 


